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研究要旨

1

我が国は、少子高齢化による人口動態、疾病構造の変化、臓器移植の推進などにより献血液の需要が一段と高まると
予測されている一方で、若者の献血離れが指摘され、将来の需要に見合った献血液の確保は極めて重要である。当研究班
では、これまで、主に次の成果を示した。1）将来推計人口に基づく献血本数の需要とマルコフモデルを用いた献血本数
の供給につき、それぞれ将来推計を行い、2023 年に 73 万本が不足すると推定した。2）献血者の詳細なデータ解析から
献血行動に影響を与える因子につき検討を行い、初回献血、2 回目以降の献血に繋がる動機や阻害因子などを明らかにし
た。3）献血推進の啓発施策の有効性についての検証から、献血推進プロジェクト Love in Action は実施月で 0.8％という
統計学的有意な増加をもたらしていた。4）受血者へのアンケート調査から献血の意義を再認識し、大学生等への献血に
関する意識調査から献血推進の課題が明らかになった。5）海外での献血行政の実状や献血推進施策に関する知見から、
我が国にも有益な情報が多く得られた。我々は、これまでの研究成果を踏まえた上で、献血推進のために効果的な普及啓
発方法に関する研究を継続すると共に、新たに安全対策の意義を含めた献血教育に取り組む研究を行った。具体的に大き
く 4 研究に取り組んだ。研究 I. 献血需要と供給の将来予測　献血本数の需要と供給の将来推計研究では、日本赤十字社の
ブロック別データを用い、献血行動推移確率を用い供給の将来推計を行い、需要の将来推計では人口あたりの輸血率を算
出し、将来推計人口に乗じて輸血用血液製剤の使用量を推定した。研究 II. 献血推進の効果的普及啓発　本研究ではインター
ネットを用いた大規模のウェブ調査を行い献血推進広報効果と献血行動の促進及び阻害因子に関する因子を詳細に解析し
た。また、効果的献血推進に向けた各都道府県の取り組みの事例集を作成した。研究 III. 献血教育研究　近年の献血推進
策により若年層の人口あたり献血者数の低下傾向は何とか阻止できているかにも見えるが、献血離れが指摘されている若
者への献血教育も含めた新たな取り組みが必要と考えられた。長崎大学保健学科、福岡大学、大阪府の 3 大学で大学生等
の若者を対象とした献血に関する意識調査を行った。献血の経験や通常の意識調査に加え、献血を敬遠する理由、献血
推進に繋がる取り組みの提案などを尋ね、献血教育プログラム設立に向けて検討した。研究 IV. 安全な献血推進の情報
提供　本研究では、我が国のエイズ発生動向調査で感染者・患者報告数の多くを占め、HIV 感染のハイリスク層の一つで
ある MSM（Men who have Sex with Men）における献血についての意識や行動の実態を明らかにするために、HIV 感染ハ
イリスク層への情報伝達方法及び意識調査を MSM 向けのアプリを用いたアンケート調査を実施し、対象層の献血の現状
把握と、意識および情報伝達の方法について検討を行った。研究 V. 海外の実態調査に関する研究では、国情が日本に類
似した国を選択して、研究対象国の高齢化などの社会的課題、それと対峙する血液事業の現況、献血推進方策や献血教育、
社会において血液事業の認知度を上げるための対策などを調査した。特にベルギー王国、台湾、ドイツ連邦共和国、およ
びシンガポールの献血者確保方策を調査した。これらの研究から、我が国の献血事業の推進に寄与するための最適な解決
策を検討した。なお、いずれの研究も日本赤十字社と協力体制の下に実施した。
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研究目的
我が国は、少子高齢化による人口動態、疾病構造の

変化、臓器移植の推進などにより献血液の需要が一段
と高まると予測される。他方、若者の献血離れが指摘
され、将来の高まる需要に見合った献血の確保は極め
て重要である。我々が行った将来推計でも需要に対す
る供給は大きく不足すると予測された。また、昨今、
問題となった HIV 感染事例を考えれば、安全な献血液
の確保のための方策の強化も必要である。すなわち、
需要に見合った安全な献血液の確保のために有効な献
血推進策の実施が今後も必要と考えられる。本研究で
は限られた資源で有効な普及啓発方法を明らかにする。
安全な血液については、ハイリスク層の実態を把握し
有効な対策を提示する。若年層の献血液の確保のため
の献血教育についても検討を行う。さらに海外で我が
国に実状が類似した国での献血推進策を調査し我が国
の献血推進に役立てる。これらを目的に研究を実施す
る。

研究方法
本研究班の主な研究方法を以下に記す（括弧内は研

究分担者）。

研究 1　献血推進施策の効果に関する研究（田中純子）
　平成 27 年度は、2008-09 年度の献血実績の資料を
用いた日赤ブロック別の献血本数（供給）の将来推計を、
平成 28 年度は 2014-15 年度の献血実績の資料を用い
た全国の献血本数（供給）の将来推計を、平成 29 年度
は同時期の献血実績の資料を用いた日赤ブロック別の
献血本数（供給・需要）の将来推計を行った。

研究 2　供血者の実情調査と献血促進および阻害因子
に関する研究（西田一雄、井上慎吾）　
　平成 27 年度は主に①献血推進広報効果調査（一般の
方対象）②「献血推進 2014」及び「献血推進 2020」
への取り組みに係るアンケート調査（血液センター対
象）を通じ阻害要因関連の調査・分析を行った。平成
28 年度、平成 29 年度は献血推進広報効果調査インター
ネット調査として、全国の 16 歳から 69 歳の男女 6,194 
人を対象にアンケート調査に加え、献血会場にてアン
ケートを 14,337 人で実施した。調査項目は、献血行
動についてと 2015 年度の広報施策認知度について質
問し、献血の促進及び阻害因子に関する分析を行った。

研究 3　輸血液の需要と献血教育に関する研究
（秋田定伯）　

平成 27 年度と 28 年度は長崎大学医学部保健学科（看
護科、理学療法科、作業療法科）にアンケート調査を
実施した。アンケート調査は、性別、年齢、学科、学年、
献血経験回数、献血経験者に対する初回献血年齢、献
血場所、情報入手方法、献血しようと思った動機、献
血を敬遠するか否かの確認とその理由、現状の献血状

況、他人へ献血を勧めるか否か、はたちのキャンペー
ンの周知度、献血キャラクターけんけつちゃんの認知
度、献血広報活動への参加意思の有無など選択記載し
ていただき、輸血を受けた（と想定して）の 15 項目
を実施した。アンケート調査表には、今回の輸血以前
の献血経験の有無を尋ね、献血を敬遠する理由や輸血・
献血に対する意見を尋ねた。平成 29 年は平成 28 年度
までのアンケート調査に加え、福岡大学医学部、福岡
大学病院にて、学生、医療者など本人のみに同様のア
ンケート調査を実施した。

研究 4　献血推進に向けた研修方法に関する研究
（瀧川正弘、松田清功、早坂　勤）　
　日本赤十字社の学生献血推進ボランティア（以下「学
生ボランティア」という。）組織を活用し、参加者の自
主性を尊重し、同世代の献血推進のための方策を検討
した。具体的には、全国学生献血推進実行委員会（3 
回 / 年）と全国学生献血推進代表者会議（1 回 / 年）
を活用した。平成 27 年度はスキル向上のための理想的
な研修モデルの構築を進め、平成 28 年度、平成 29 年
度は平成 27 年度に学生ボランティアが全国の献血会
場において実施したアンケート結果を踏まえて、学生
献血推進協議会の認知度向上及び同世代に対しての献
血啓発を行うための「献血セミナー」を発案し実施に
向け検討を行った。

研究 5　献血推進の為の効果的な広報戦略等の閲覧に
関する研究（林　清孝）　
　若者の献血推進の促進効果を狙い高校生等の若者層
をターゲットとした番組の中で献血推進の啓発を行っ
た。「よしもとラジオ高校〜らじこ−」　（放送時間 : 毎
週月〜木曜日　21:00 － 21:55。生放送。）番組内、献
血推進コーナー : 毎週火曜日 : 学天即21:37 〜 5 分コー
ナー（録音コーナー）。内容 : 大阪府献血センターの情
報で近畿大学、大阪産業大学、大阪福祉大学のガクス
イメンバー 4 人による番組コーナーの展開を実施。毎
週金曜日の夕方 6 時 30 分には番組「愛ですサークル」
として、各血液型の備蓄状況を、天気予報風に伝える「献
血予報」を実施し、日本赤十字社の御堂筋献血ルーム
でライブイベントの実施にあわせた献血の体験を呼び
かけた。献血推進する側の種々の催しや試みを番組と
連動して伝えるためのネットを使った手法の検討を進
めた。

研究 6　若者の献血行動を促進する効果的な教育プロ
グラムに関する研究（大川聡子）　
　大阪府下の 3 大学の学生に対し、研究 3 と同様な質
問項目で献血に関する調査を実施した。調査依頼方法
は、それぞれの大学に文書と口頭にて研究趣旨および
内容を説明して研究協力を依頼し、研究協力の承諾を
得た。本研究では 30 歳代までを若者と定義し、調査対
象とした。
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研究 7　HIV 感染ハイリスク層への情報伝達方法及び意
識調査の研究（生島　嗣）
　MSM を対象とする献血に関連する経験に関する調査

（2015 年度パイロット調査、2016 年度自記式質問紙
ウェブ調査）を実施し、調査結果の統計学的解析を行っ
た。研究結果は MSM を対象とするウェブサイトを通
じてフィードバックを行った。また、献血、特に MSM 
に関する諸外国の施策に関する文献をサーベイした。

研究 8　海外における献血推進の実状と効果的な施策
のあり方に関する研究（河原和夫）　
　インターネットによる文献収集および学会資料の収
集、そして対象国を訪れての資料収集や担当者への聞
き取り調査を行なった。訪問調査は平成 27 年度はベル
ギーのフランダース地方 Brugge 血液センター、台湾（中
華民国）、平成 28 年度はドイツ赤十字社、血漿分画製
剤製造会社 CSL 等、平成 29 年度はシンガポール赤十
字社（Bloodbank@HSA）で実施した。

（倫理面への配慮）
研究の実施にあたっては、人を対象とする医学系研

究に関する倫理指針を遵守した。研究対象者に対する
人権擁護上の配慮、研究方法による研究対象者に対す
る不利益、危険性の排除に留意し実施にあたっては、
対象者への分かりやすい説明を行いながら十分な理解

（インフォームドコンセント）を得る事とした。MSM
を対象とした研究や、個人情報を含むデータを扱う研
究では施設の倫理委員会の承認を得た後に実施した。

研究結果
主な研究結果を記す。

研究 1.  【27 年度】1．ブロック別にみた献血行動推移
確率　地域による差はあまり認められなかった。2．推
定献血者数と推定献血本数《関東ブロック》推定献血
者数について、男性では 2012 年を、女性では 2010
年のピークに増加から減少に転じていた。年齢階級別
にみると男女とも 20・30 歳代の推定献血者数は減少、
40・50 歳代の推定献血者数は増加傾向がみられた。【28
年度】1．性・年齢別にみた献血行動推移確率　初年度
献血回数 0 回の群、すなわち献血をしなかった群が次
年度も献血をしない確率は年齢とともに増加していた。
2．献血本数の将来推計　推定献血本数は、平成 26 年
度の 496 万本から単調に減少し、平成 42 年度に 434 
万本になると推定された。3．今回の推定献血本数と以
前の献血行動推移確率（平成 18-19、平成 20-21）に
基づく推定献血本数との比較　今回の推定献血本数は、
平成 18-19 年度の予測よりも多く、平成 20-21 年度の
予測よりも少ない値となった。【29 年度】1．性・年齢
別にみた献血行動推移確率　日赤 7 ブロックのいずれ
のブロックにおいても性・年齢階級・初年度献血回数
別にみた次年度献血回数への推移確率は同様であった。
初年度献血回数 0 回の群、すなわち献血をしなかった

群が次年度も献血をしない確率は年齢とともに増加し
ていた。一方で初年度献血回数が 1 回または 2 回以上
の群では次年度に献血をする確率は若年層が低く、中
高年の方が高かった。また、献血回数 1 回の群と比較
して、献血回数 2 回以上の群の方が次年度献血をする
確率が高かった。2．献血本数（供給）の将来推計　い
ずれのブロックにおいても全国と同様に 2015 年から 
2029 年まで単調に減少すると推定された。3．献血本
数（需要）の将来推計　ブロック別にみた推計献血本
数（需要）の推移については、関東甲信越ブロック以
外の 6 ブロックでは献血本数（需要）が 2020 年代に
増加から減少に転ずると推定された。一方、関東甲信
越ブロックでは 2020 年代まで急増したのち、2040 年
まで微増傾向が続くと推定された。

研究 2． 平成 24 年から 6 年間続けての厚生労働省医薬・
生活衛生局血液対策課からの依頼に基づき、文部科学
省初等中等教育局健康教育・食育課から「学校におけ
る献血に触れ合う機会の受入れについて」が教育主管
機関に発出された。献血の必要性や場所の認識を高め
ていくためには、学校教育に踏み込んだ献血思想の普
及が重要であることが今回のインターネット調査から
も分析できた。平成 29 年 12 月の全国の教育主管課へ

「高等学校等における献血に触れ合う機会の受入れにつ
いて」の通知が発出され、この通知を効果的に運用す
るために、全国で若年層対策として効果を上げている
事例を収集した。これらを基に作成した事例集を各血
液センターあてに通知した。

研究 3． 【27 年度】アンケート調査の回収は、長崎大
学医学部保健学科全体 ( 総数 454 名、看護科 306 名、
理学療法 75 名、作業療法科 73 名 ) のうち 83.5％で
あった。【28 年度】医学部保健学科全体 ( 総数 450 名、
看護科 303 名、理学療法科 74 名、作業療法科 73 名 )
のうち 72.7％ (327 名 ) であった。【29 年度】福岡大
学での調査で、①医学部学生、②医学祭、③七隈祭で
の 3 調査を実施した。①医学部学生は 82 名であった。
②医学祭は 113 名、医学部所属が 61％であった。③
七隈祭では 49 名の参加協力があった。医学部学生参
加者 45％であった。献血を敬遠する理由としては、平
成 27 年が、献血経験者 (n=33) の回答 a「時間がかか
る・時間がない」42.6%、回答 b「何となく不安・針
を刺すのがいたくて嫌・恐怖心・血を採られるのが嫌」
22.9%、回答 c 「健康上できない」20.0%であり、未経
験者 (n=287) では、回答 b 52.3%、回答 a 24.4%、回
答 c 13.6%、回答 d「献血できる場所が分からない・場
所に入りづらい」5.9%であった。平成 28 年は経験者 
(n=37) で回答 a 43.2%、回答 b 29.7%、回答 c 24.3%
であり、未経験者 (n=287) では回答 b 46.4%、回答 a 
22.8%、回答 c 23.8%、回答 d 6.6%。平成 29 年は医学
部学生が 53.7％、医学祭参加者は 27.4％、七隈祭参加
者 26.5％が敬遠すると回答していた。献血に行った経
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験が無い理由としては、「怖い、痛そう、副作用が不安」
という意識が強く、献血への不安感が大きい事が示さ
れた。献血行動を後押しする要因としては、献血経験
者には献血場所の周知等、献血未経験者には、「痛みや
副作用」に対する情報の提供が有効と考えられた。

研究 4． 27 年度〜 29 年度を通じた研究で次の成果を
得た。（1）学生ボランティアのスキルアップ向上につ
いては、同委員会、同会議を活用することで、企画、
立案するスキルアップが出来た。また、同会議におい
て、外部講師等による献血推進等についての知識向上
及び分科会討論等による全国規模での情報共有、意識
の向上等に寄与できた。（2）同世代に対しての献血セ
ミナーを活用した組織体制の構築は、PDCA サイクル
を回す書類の整備等ができた。それを活用して、企画、
立案、検証及び改善が出来る組織的体制を構築できた。
献血セミナーの実績については平成 28 年度累計 94 回

（2,943 人）、平成 29 年度 59 回（1,964 人）（平成 29 
年 12 月 31 日末現在）であった。

研究 5． FM ラジオでのイベント展開によって対象と
なる高校生や大学生を中心とした層がイベント会場近
くの献血会場への直接来場を促せ、献血会場を実際
に見学し、さらにイベントの応援に来れなかった同級
生、友人たちへネットを用いてフォロー出来る様に
イベントをネット配信した。これらの動画サイトの使
い方については、配信効果を得るには、画一的ではな
く、年々、時々の流行に敏感に対応する事が重要であっ
た。2011 年 12 月に開始した当初は、U-stream のみで
の配信であったが、2015 年度からは「ニコニコ生放
送」や「YouTube」による並行配信によってビューワー
数は明らかに増加を見たが、2016 年度に U-stream の
運営元の日本離れによって、同イベント配信もビュー
ワー離れが顕著になり中止をするに至った。替わりに、
2016 年 12 月から新たに配信を開始した「FRESH ！〜
abemaTV」で多くの視聴を得る事が出来た。しかしな
がら、 2017 年度に入ってからは、「YouTube」のビュー
ワー数は月によって乱高下が観察されている。その要
因は明らかでないが、出演者の応援団や取り巻きの友
人の絶対数に比例しているかも知れないと推察する。
つまり部員の多い学校や人気のインデーズアーティス
トが出演する時はビューワーの数も多いのかも知れな
いと考える。

研究 6． アンケート配布数は 1,079 名、回収数は 921
名（回収率 85.4％）、有効回答数 910 名（有効回答
84.3％）であった。10 代の 66.9％と 20 代の 32.0％
で大半を占め、回答者の平均年齢は 19.4 ± 1.7 歳であっ
た。以下、主な質問項目の回答を示す。質問 5「献血
をしようと思った理由（n=132）（重複回答あり）」の
上位 5 回答は、「自分の血液が誰かの役に立ってほし
い」61.4％、「粗品などがもらえる」40.2％、「血液検
査の結果を知りたい」34.1％、「近くに献血車が来た」

26.5％、「友人に誘われたから」24.2％であった。質問
6「献血したいができなかった経験の有無」について、「あ
る（n=193）」との回答が全体の 21.2％で、その上位 5
の理由は、「血色素量が低い」31.1％、「服薬している」
15.0％、「体重が基準に満たない」13.5％、「献血制限
のある国への渡航歴がある」4.1％、「一定期間内に予
防接種を受けた」3.1％であった。質問 9「献血をする
人が増えると思う取り組み（n=901）（重複回答あり）」
の上位 5 回答は、「会場に入りやすい雰囲気」48.5％、「短
い時間で献血できる」42.3％、「誘い合う家族・仲間が
いる」37.3％、「献血会場が身近にある」36.7％、「針
の痛みが弱く感じられる（麻酔など）」36.7％であった。
質問 13「献血を敬遠しがちになる理由」が「あり」と
の回答が 55.2％あり、その上位 5 位の理由（重複回答
あり）は、「なんとなく不安」35.4％、「針を刺すのが
痛くて嫌だから」32.8％、「恐怖心」28.7％、「時間が
かかる」25.3％、「献血する時間がない」16.2％であった。
質問 14「輸血を受ける場合の気持ち（自分が輸血を受
けたと想定して、考えにあてはまるもの）」について、
個々の質問に「大変そう思う〜少しそう思う」との回
答割合（％）を示す。「輸血したことで」「体調が良くなる」
72.9％、「体に力が満ちてくる」66.2％、「心に力が満
ちてくる」72.9％、「命が助かる」98.9％、「治療（手
術など）がうまくいく」97.0％であった。「治療に必要
であっても輸血はしたくない」70.3％、「輸血はもった
いないから 1 滴も無駄にできない」72.9％、「輸血は時
間がかかって苦痛だ」65.3％、「じんま疹などの輸血の
副作用が心配だ」84.4％、「輸血したことで病気に感染
することが心配だ」85.4％、「輸血してくれる人は善意
がある」97.9％、「輸血を受けた人は、献血してくれた
人に感謝している」96.2％、「輸血を受けた人は、献血
の重要性がわかる」98.2％、「輸血の重要性を知らない
人が多い」96.7％であった。質問 16「献血を広める活
動に参加したいと思いますか」に対して「はい」との
回答が 41.9％であった。

研究 7． MSM を対象とする献血に関連する経験に関す
る調査の回答は 2,526 件、有効回答が 2,286 件で、分
析対象は 2,026 件であった。（分析対象は「日本国内に
居住する MSM( 性別を男性と回答、生涯同性との性経
験あり )」に限定し、またすでに HIV 陽性を確認して
いる回答者を分析対象外とした）。(1) 分析対象者の属
性では、10 代 1.9%、20 代 29.4%、30 代 30.2%、 40 
代 30.9%、50 代 6.9%、60 歳以上 0.7%であった。居
住地は北海道・東北 9.2%、東京 22.3%、関東・甲信
越 ( 除く東京 ) 19.6％、東海 12.1%、北陸 1.5%、近畿 
17.5%、中国・四国 6.3%、九州 11.4%であった。HIV 
検査の生涯受検経験は全体で 70.7%であり、過去 1 年
間以内の受検が 56%であった。献血の生涯経験は全体
で 65.8%であり、過去 1 年間が 22%、1 〜 2 年の間
が 13%、3 年以上前が 65%であった。① MSM が献血
をする主な動機は何なのか？、② HIV 検査の目的で 



平成27−29年度 医薬品・医療機器等レギュラトリーサイエンス政策研究事業10

MSM が、献血をどの程度利用しているか？、③ 地方
居住する MSM と都市部居住の MSM との献血経験の違
いはあるのか？、④ 献血経験のある MSM と経験のな
い MSM に違いはあるのか？、⑤ 男性同性間の性行為
について献血の制限事項があるが、それをどこで知り、
どのように評価しているか？について、それぞれ統計
学的解析を行った。主な結果では、①献血の主な動機
の問いについての回答は ｢自分の血液が役立って欲し
いから ｣ 57.5%など、社会貢献に関する回答が多く挙げ
られた。②献血経験者で「学校や職場などでの集団献
血の経験」は 46%であった。献血経験者で ｢コールバッ
クシステムを知っている｣ が 61%だった。③「献血を 
HIV 検査代わりに利用した」経験がある割合は全体で
4.1%であった。④ 男性同性間性行為について献血の制
限事項についての質問では、81.2%が認知していたが、
この表現についての評価では、｢とても適切だと思う｣ 
28.1%、｢ある程度適切だと思う｣ 46.5%、｢適切だとは
思わない｣ 18.3%、｢まったく適切ではない｣ 7.0%だっ
た。一方、この制限事項について知った場所は、｢献血
場所｣ 57.1%、｢口コミ｣ 15.3%、｢HIV に関するニュー
ス｣ 14.4%、｢日本赤十字社のウェブサイト｣ 13.5%で
あった。これらの本調査結果を統計学的に解析し検討
を行ったものを元に、主に MSM を対象としてその分
析結果および、献血について知ってもらいたい内容に
ついて開発したウェブサイトに掲載し、そのウェブサ
イトについてゲイ向け出会い系アプリを利用して、広
報を行った（2018 年 3 月 19 日〜 3 月 28 日）。アク
セス数は 14,268 件のアクセスがあった。その他、献血
と、特に MSM に関する諸外国の施策に関する文献サー
ベイとして、アメリカ、イギリス、カナダ、オースト
ラリア、フランス各国の一般的な適格性に関する質問
項目、特に感染症や性行動、薬物使用に関する項目に
ついて整理した。

研究 8． ベルギー、台湾、ドイツ、シンガポールの献
血の制度や状況および献血推進上の工夫等を報告した。
1）ベルギー　血液事業はオランダ語（フランドル語）
圏のフランダース地方とフランス語圏のワロン地方の
2 つの赤十字社を行われている。ベルギー国内の『ヒ
ト由来の血液および血液成分に関する法律』は EU 指令
の『EU 加盟国の血液の品質および安全対策』の内容と
の整合性を図り改正され現在に至り、血液および血液
成分の採取は、自発的かつ無報酬のドナーの同意を得
てのみ行え、有償採血の禁止が原則として盛り込まれ
ている。献血は 18 歳から可能で上限年齢は 70 歳であ
るが、計画的自己血輸血を目的とする採血は 71 歳誕生
日以降でも行える。献血者の特性は 30 および 40 歳代
の年齢層の献血者が多い。献血者の確保として、広報、
テレビやラジオ、新聞などのマスメディアを通じて広
く献血を呼びかけ、WHO が定めた世界献血デーには「経
済界の本部を通じて企業経営者等に企業あげての献血」
の働きかけ、「ベルギーの有名人を起用した献血キャン

ペーン」の展開、そして「赤十字による記者会見」を
行なっている。主要都市や地方政府では、各種のフェ
スティバルやイベントの機会を利用して献血者の確保
が行なわれている。また、献血推進のためのヒーロー
を設定した漫画（コミック）も発刊している。我が国
と同じく、ベルギー赤十字社は、中学校、高校、大学
で献血を行うとともに、これら学生に対する献血勧誘
活動を行っている。加えて、学校での献血教育も盛ん
である。複数回献血者（リピーター献血者）の確保に
も我が国と同様に尽力している。コンピュータシステ
ムによる献血者管理により、各献血者の献血可能時期
を把握する体制が整っている。献血可能時期が近づく
と手紙や電話、e-mail（対象者の約 60%は e-mail で連絡）
で案内や勧誘している。なお、赤十字社内には勧誘活
動を担うコールセンターが設置されている。フランダー
ス（オランダ語圏）支部では、“CLUB RED” と称する献
血競争イベントを 3 月と 9 月に実施している。これは
目標献血量を定めて大学間で競い合う。2）台湾　台湾
の血液事業は「台湾血液基金会」が中心となって運営
し、台湾血液基金会は、国の保健省にあたる衛生福利
部が監督している。台湾血液基金会の下には 6 つの血
液センターがあり、その下にそれぞれ 2 つの献血ルー
ムが所属している。検査センターは、かって 6 箇所あっ
たのが台北と高雄の 2 箇所に集約され、そこで国内全
ての血液検査が行われている。献血事業は各種献血団
体（15,894 団体）とボランティア団体（480 組織）が
支えている（2015 年）。献血団体には、大学等の教育
機関をはじめ公務員、企業、宗教団体、軍などがあり、
献血バスでの献血や集団献血、寄付などの形で貢献し
ている。年間 177 万人の献血が行われ（2015 年）、献
血率は 7.5%と世界でも優秀な成績を誇っている（WHO 
の 国 民 所 得 で 分 け た 献 血 率 平 均 で は、high income 
countries で 3.68%）。献血者の年齢別では 20 代の 25%
と 30 代の 24％とで半数を占める。次の献血推進策が
取り組まれている。①ヒーロー、アイドルの登用と政
治家の協力、②献血教育　台湾では中学の「健康教育」
の教科書で取り上げるなど献血教育に力を注ぎ、市民
に対しては、各種パンフレット、ホームページをとお
して献血に対する知識の提供、③企業、大学等献血協
力団体との連携、④イベント活動「Young Blood」とし
て「我年軽！我献血！」を合言葉に毎年 6 月に熱血青
年召募活動、⑤献血者に対する各種サービスの心配り、
⑥表彰、贈呈　例えば熱心な協力者は総統とツーショッ
トの写真が撮れるなどのサービスの提供など。3）ドイ
ツ　アメリカと同じく法律で売血が認められ、採血に
対して報酬が許されている。血液事業はドイツ赤十字
社中心に行われ、ドイツ赤十字社は無償の献血で血液
を集め、輸血製剤を製造している。血漿は、40%を新
鮮凍結血漿として使用し、残り 60％は血漿分画製剤製
造事業者に売っている。採血は、血液製剤製造企業や
国公私立病院でも行われて、採血に対する報酬が認め
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られている。それらの採血所では、成分採血が行われ
ており、若者を中心としたドナーが集まっている。ボ
ランティアの育成と活用については小学生から高齢者
までで構成されるドイツ赤十字所属ボランティアが 5 
万人所属している。ボランティアの役割は、オープン
採血時の設営、受付、宣伝、ポスター貼りなど幅広く、
小学生の時から家族または友人を通してボランティア
活動に参加し、後輩を育てていくためのタテのつなが
りも強い。時間帯は「採血者中心」の設定で、例えば
学校献血では授業が終わった放課後となっている。オー
プン採血には細かい規則があり、規制当局の担当者が
監視に訪れる。献血のポスターは色々な場所に貼られ
ている。上限年齢は 1997 年に 65 歳から 68 歳に引き
上げられ、その後 2005 年に 68 歳以上の複数回献血
者は医師の許可があれば献血可能となった。広報では
ポスターに加え、インターネット、SNS、Face book な
どデジタルメディアが利用され、献血教育では小学生
にもわかり易い内容の教科書を作成し、無料で配布し
ている。4）シンガポール　①シンガポール赤十字社 
(Singapore Red Cross：SRC) は、障害者のためのホーム
の運営、非緊急救急車サービス、全国献血者募集プロ
グラム、災害準備と管理、応急手当のトレーニング＆
カバレッジ、青少年ボランティア、国際救援などの活
動を行っている。血液事業は全国 4 か所の献血センター
に分かれ、それぞれ運営曜日も異なっている。それぞ
れの献血センターは対象者の違い（オフィス街、ショッ
ピングモール等）に応じ異なった戦略で運営をして
い る。 ② 広 報 は（1）SNS（@sgredcross、Facebook、
Twitter、Instagram、You tube、 Google+、Linkedin）を
活用し、併せて Web と Newsletter により情報配信を
行っている。動画 SNS、You tube においては、有名 
You tuber 達も活用し若者向けに動画配信を行ってい
る。（2）簡易レポートの発行　The Big Blood Picture 
という発行資料を利用し、献血の現状を視覚化した、
簡潔に表現した資料を発行している。（3）キャラク
ター利用、③マーケティングについて　SRC は現地の
マーケティング会社、Kadence 社を活用し Knowledge, 
Attitudes and Practices Study という形でマーケティン
グと効果測定を行っていた。その他献血推進の工夫と
して①献血推進用記念品の贈呈、②アプリケーション
利用、③デジタルサイネージ利用　献血センターにデ
ジタルサイネージが用意され、画面上入力で個人のマ
イルストンを見ることができる、④献血者に合わせた
活動日の工夫などがある。

考 察
1.	昨年度に日本赤十字社が実施した献血推進広報効果
のインターネット等の調査結果から、阻害因子、促
進因子が示された。

2.	日本赤十字社の学生献血推進ボランティア組織の自
主的活動と献血教育の推進や、文部科学省からの通

知、献血セミナーの促進等の高校生が献血にふれあ
う環境整備が、若年者の献血行動に結びつく事が期
待でき、継続が必要と考える。

3.	大学生については、研究を行った大学が限られてお
り普遍化は難しいが、学部により献血に対する認識
に差があるように伺えた。看護学生などを中心に献
血推進活動を学生が主体となって取り組む事の有用
性が示唆された。

4.	マルチメディア放送による地域密着型の広報
（V-Low）は個別化も可能な献血推進の新しい手法と
して効果が期待され、今後の導入が俟たれる。

5.	海外研究では、今年度、シンガポールの取り組みを
現地調査し有益な情報を得た。

6.	ハイリスク層の出会い系アプリを活用したアンケー
ト調査結果の分析を基に、回答者を含む利用者への
調査結果のフィードバックと献血についての啓発を
行った。

7.	献血行動推移確率の結果から、全国同様、各ブロッ
クでも中高齢集団は若年齢集団よりも献血行動が習
慣化している一方で、献血経験のない集団は、次年
度も献血をしない傾向が示唆された。2014 〜 2029 
年までの献血本数（供給）は、全国、および各ブロッ
クで経年とともに減少が推定され、2010 〜 2040 
年までの献血本数（需要）は、関東甲信越以外のブ
ロックでは、2020 年代に増加から減少に転じ、一方、
関東甲信越ブロックでは 2020 年代まで需要が急増
の後緩やかな上昇傾向が推定された。H20-21 年の
献血データを基に同様に解析した結果とあわせて考
察すると、中高齢集団というよりも当該出生年コホー
トに献血行動が高い可能性があり、H26-27 年時点 
50 歳代出生コホートが献血年齢を外れると、献血本
数の大きな不足が懸念された。本推計においては上
記のコホート効果は考慮していないことと、将来の
医療技術向上による輸血用血液製剤の使用量の減少
の影響については考慮していない。今後は上記の 2
点を考慮した推計が必要と考えられた。
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